
地方独立行政法人法（抜粋） 

（平成十五年七月十六日法律第百十八号） 

 

 

（各事業年度に係る業務の実績等に関する評価等） 

第二十八条 地方独立行政法人は、毎事業年度の終了後、当該事業年度が次の各号に掲

げる事業年度のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める事項について、設立団体

の長の評価を受けなければならない。 

一 次号及び第三号に掲げる事業年度以外の事業年度 当該事業年度における業務

の実績 

二 中期目標の期間の最後の事業年度の直前の事業年度 当該事業年度における業

務の実績及び中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実

績 

三 中期目標の期間の最後の事業年度 当該事業年度における業務の実績及び中期

目標の期間における業務の実績 

２ 地方独立行政法人は、前項の評価を受けようとするときは、設立団体の規則で定め

るところにより、各事業年度の終了後三月以内に、同項第一号、第二号又は第三号に

定める事項及び当該事項について自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を設

立団体の長に提出するとともに、公表しなければならない。 

３ 第一項の評価は、同項第一号、第二号又は第三号に定める事項について総合的な評

定を付して、行わなければならない。この場合において、同項各号に規定する当該事

業年度における業務の実績に関する評価は、当該事業年度における中期計画の実施状

況の調査及び分析を行い、その結果を考慮して行わなければならない。 

４ 設立団体の長は、第一項第二号に規定する中期目標の期間の終了時に見込まれる中

期目標の期間における業務の実績に関する評価を行うときは、あらかじめ、評価委員

会の意見を聴かなければならない。 

５ 設立団体の長は、第一項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該地方独立行政法人

に対して、その評価の結果を通知し、公表するとともに、議会に報告しなければなら

ない。 

６ 設立団体の長は、第一項の評価の結果に基づき必要があると認めるときは、当該地

方独立行政法人に対し、業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずるこ

とができる。 

 

 

 

 

参考資料 ５ 



（出資等に係る不要財産の納付等） 

第四十二条の二 地方独立行政法人は、出資等に係る不要財産については、遅滞なく、

設立団体の長の認可を受けて、これを当該出資等に係る不要財産に係る地方公共団体

（次項から第四項までにおいて「出資等団体」という。）に納付するものとする。 

２ 地方独立行政法人は、前項の規定による出資等に係る不要財産（金銭を除く。以下

この項及び次項において同じ。）の出資等団体への納付に代えて、設立団体の長の認

可を受けて、出資等に係る不要財産を譲渡し、これにより生じた収入の額（当該財産

の帳簿価額を超える額（次項において「簿価超過額」という。）がある場合には、そ

の額を除く。）の範囲内で総務大臣が定める基準により算定した金額を当該出資等団

体に納付することができる。 

３ 地方独立行政法人は、前項の場合において、出資等に係る不要財産の譲渡により生

じた簿価超過額があるときは、遅滞なく、これを出資等団体に納付するものとする。

ただし、その全部又は一部の金額について出資等団体に納付しないことについて設立

団体の長の認可を受けた場合における当該認可を受けた金額については、この限りで

ない。 

４ 地方独立行政法人が第一項又は第二項の規定による出資等団体への納付をした場

合において、当該納付に係る出資等に係る不要財産が出資等団体からの出資に係るも

のであるときは、当該地方独立行政法人の資本金のうち当該納付に係る出資等に係る

不要財産に係る部分として設立団体の長が定める金額については、当該地方独立行政

法人に対する当該出資等団体からの出資はなかったものとし、当該地方独立行政法人

は、その額により資本金を減少するものとする。 

５ 設立団体の長は、第一項又は第二項の規定による認可をしようとするときは、あら

かじめ、評価委員会の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、出資等に係る不要財産の処分に関し必要な事項は、政

令で定める。 

 

 


